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新型コロナウイルス感染症対策等に係る地方公共団体における議会の 

開催方法に関するＱ＆Ａについて 

 

 

新型コロナウイルス感染症対策等に係る地方公共団体における議会の開催方法に

ついては、これまで、「新型コロナウイルス感染症対策に係る地方公共団体におけ

る議会の委員会の開催方法について」（令和２年４月 30日付け総行行第 117号総務

省自治行政局行政課長通知）、「新型コロナウイルス感染症対策に係る地方公共団体

における議会の委員会の開催方法に関するＱ＆Ａについて」（令和２年７月 16日付

け総行行第 180号総務省自治行政局行政課長通知）及び「新型コロナウイルス感染

症対策に係る地方公共団体における議会の委員会等の開催方法に関するＱ＆Ａにつ

いて」（令和４年６月 10日付け総行行第 161号総務省自治行政局行政課長通知）を

発出したところですが、今般、第 33次地方制度調査会における議論等を踏まえ、

Ｑ＆Ａを作成しましたので、送付いたします。 

各都道府県におかれましては、貴都道府県内の市区町村（指定都市を除く。）の長

及び議会の議長に対しても、本通知の周知をよろしくお願いします。 

なお、地域の元気創造プラットフォームにおける調査・照会システムを通じて、各

市区町村に対して、本通知についての情報提供を行っていること、及び本通知は地

方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項に基づく技術的な助言であ

ることを申し添えます。 

殿 



 

 

新型コロナウイルス感染症対策等に係る地方公共団体における 
議会の開催方法に関するＱ＆Ａ 

令和５年２月７日 

問 答 

１ 本会議に出席が困難な事情を抱

える議員がおり、欠席事由に該当

する場合、議場に出席している議

員数が定足数を満たしていれば、

議場にいない欠席議員がオンライ

ンによる方法で執行機関に対し質

問を行うことは可能か。 

○ 本会議において団体意思を最終的に確定させる上で、議員本人による自由な意思表明は、疑義

の生じる余地のない形で行われる必要がある。 

○ 地方自治法第 113条における本会議への「出席」は、現に議場にいることと解されているとこ

ろ、議場に出席している議員数が同条に規定する定足数を満たしている場合は、会議を開くこと

ができる。なお、議員が欠席する場合には、各団体の会議規則等に定められた手続をとることが

必要となる。 

○ その上で、第 116条第１項において、本会議における議事は「出席議員の過半数」で決するこ

ととされており、表決は議員が議場において行わなければならない。このため、表決に対する賛

否の意見の開陳として行われる討論や、表決・討論の前提として議題となっている事件の内容を

明確にするために行われる質疑は、議員が議場において行わなければならないと考えられる。し

たがって、これらに該当する発言を、欠席議員が映像と音声の送受信により相手の状態を相互に

認識しながら通話をすることができる方法（以下「オンラインによる方法」という。）で行うこ

とはできないと考えられる。 

○ 他方、これらに該当せず、団体の事務全般について執行機関の見解をただす趣旨での「質問」

として行われる発言については、その形式に係る法律の定めはない。このような「質問」は、各

団体の会議規則等に定められた手続に基づき行われるものであることから、ご質問のような場合

に、各団体において所要の手続（条例や会議規則、要綱等の根拠規定の整備や議決又は申し合わ

せ等）を講じた上で、出席が困難な事情により議場にいない欠席議員がオンラインによる方法で

「質問」をすることは差し支えないと考えられる。 

２ 委員会への出席が困難な事情が

ある場合として、例えば、災害の発

生や、育児・介護等の事由をもっ

て、議員が、いわゆるオンラインに

よる方法で委員会に出席すること

は可能か。 

○ 地方自治法第 109条第９項において、委員会に関し必要な事項は条例で定めることとされてお

り、各団体の条例や会議規則等について必要に応じて改正等の措置を講じた上で、委員会への出

席が困難と判断される事情がある場合に、オンラインによる方法により、委員会に出席すること

は差し支えないと考えられる。 

○ 具体的にどのような場合にオンラインによる方法での出席を可能とするかについては、各団体

において判断されるものであり、ご質問のような事由がある場合に、各団体の判断で、オンライ

ンによる方法での委員会への出席を可能とすることも差し支えないと考えられる。 
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